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(c) 業務の目的 

 過去の被害地震で被害の大きさは地盤条件に大きく支配され、地震による危険度を評価

する上で、地盤条件が重要であることが認識されてきた。そこで、大地震時の地震動の特

性や被害の大きさを評価する上で、深い地盤構造のみならず表層地盤による地震動の増幅

特性も正確に把握することが重要となる。 

地盤の増幅特性を評価する方法として、地盤モデルを作成して解析的に地盤の増幅特性

を計算することが行われている。しかしながら、首都圏などのような広い範囲を対象とし

て地盤の増幅特性の分布を知ろうとした場合には、利用できるデータが限られていたり、

膨大な手間がかかることなどから、地盤モデルに基づく解析的な方法を利用することには

多大な困難を伴う。そこで、より簡単な情報から得られる地形地盤分類を用いた方法を用

いるのが現実的となる。 

全国を網羅する地形地盤データベースとして国土数値情報がある。地形地盤分類と地盤

の増幅特性との関係を介して、国土数値情報を利用した広域での震度分布予測も既に行わ

れている。しかし、国土数値情報には、1kmメッシュという制限があること、地形分類が

県毎に異なり統一されていないこと、バグがあること、などの問題点もある。また、地形

地盤分類と地盤の増幅特性との関係にも、地域性があることなど、検討すべき課題が残さ

れている。  

ここでは、首都圏や近畿圏、中京圏などの都市圏を対象として、より詳細な地形・地盤

分類データベースを作成する。また、地形・地盤分類と地盤の増幅特性との関係について

も、地震被害データ、常時微動、地震記録、地盤データなどを用いて、検討する。さらに、

両者の結果を総合して、強震動予測や地震被害想定に資するための地盤の増幅度マップを

作成する。  

 

(d)５ヵ年の年次実施計画 

 1)平成14年度： 

1)地形・地盤分類データベース作成として、首都圏のプロトタイプ版を作成した。2)地形・
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地質とサイト特性の関係の検討として、関東地震の被害と表層地盤の関係、常時微動特性

と表層地盤の関係、横浜市の地震記録にみられる地盤特性と表層地盤の関係、地盤の平均

Ｓ波速度の地域性について検討を行った。 

  2) 平成15年度： 

1)地形・地盤分類データベース作成として、首都圏のものを完成させ、近畿圏、中京圏お

よび東北仙台圏のプロトタイプ版を作成した。2)地形・地質とサイト特性の関係の検討と

して、国土数値情報を利用した震度分布予測手法の適用、関東地域の地震記録にみられる

地盤特性と表層地盤の関係、長周期地震動と地盤構造の関係について検討を行った。 

  3) 平成16年度： 

1)地形・地盤分類データベース作成として、近畿圏、中京圏および東北圏のものを完成さ

せ、南海道地域(中国地方南部、四国地方全域、九州地方東部)のプロトタイプ版を作成し

た。2)地形・地質とサイト特性の関係の検討として、地形・地盤分類データベースを利用

した地盤増幅推定手法の改良、関東地域の地震記録にみられる地盤特性と表層地盤の関係

の定量化、などについて検討を行った。 

  4) 平成17年度： 

1)地形・地盤分類データベース作成として、南海道地域(中国地方南部、四国全域、九州地

方東部)のものを完成させ、札幌圏のプロトタイプ版を作成した。2)地形・地質とサイト特

性の関係の検討として、地形・地盤分類データベースを利用した震度分布予測手法の改良、

全国の地震記録にみられる地震記録にみられる地盤特性と表層地盤の関係の定量化、など

について検討を行う。 

  5) 平成18年度： 

1)地形・地盤分類データベース作成として、札幌圏のものを完成させ、web上で各地域のデ

ータベースを公開する。2)地形・地質とサイト特性の関係の検討として、全国地盤増幅度

マップの作成、これを利用した巨大地震の震度分布予測、などを行う。 

 

(e) 平成17年度業務目的 

 地形・地盤分類250mメッシュデータベース作成として、平成16年度は近畿圏、中京圏お

よび東北圏のものを完成させ、南海道地域(中国地方南部、四国地方全域、九州地方東部)

のプロトタイプ版を作成した。本年度は、南海道地域を完成させる。また、札幌圏のプロ

トタイプ版作成を試みる。2)地形・地質とサイト特性の関係の検討として、平成15年度に

東北地域および北海道で３つの被害地震が発生したことから、これらの観測記録を用いて

国土数値情報を利用した震度分布予測手法の適用性を検討する。地震記録にみられる地盤

特性と表層地盤の関係については、平成14年度は横浜市のみの記録で検討したが、本年度

は対象を広げて関東地域全体の地震記録を用いてさらに検討を進める。また、2003年十勝

沖地震で大きな問題となった長周期地震動と地盤構造の関係についても検討を行う。 
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(2) 平成17年度の成果 

（2-1）地形・地盤分類データベースの作成 

若松加寿江（地震防災フロンティア研究センター川崎ラボラトリー・東京工業大学） 

松岡昌志（地震防災フロンティア研究センター） 

 

(a) 業務の要約 

地震時の表層地盤の増幅特性の評価をはじめ広域のハザード評価システム等において地

形･地盤参照データベースとして利用されることを前提として、中国地方南部、四国地方全

域、九州地方東部を含む南海道地域を対象に約250m四方のメッシュごとの地形･地盤分類

GISデータベースを完成した。また、札幌圏のプロトタイプ版を作成した。 

(b) 業務の実施方法 

 大都市圏の地形地盤分類図を縮尺1/5万程度で作成し、これを行政管理庁告示第143号

（昭和48.7.12）による基準地域メッシュを縦横4等分したメッシュ（約250m四方）ごと

に属性を持たせたデジタルデータベースを構築した。データベースの構築対象地域は、

南海道地域(中国地方南部、四国地方全域、九州地方東部)および札幌圏である。 

このメッシュマップの特長は、既存の地形分類図において作成者、作成地域によりで不

統一であった地形分類基準を全国で統一化したこと、表層の地盤特性を反映した分類であ

ること、さらに、1/5万程度の大縮尺の地形図等を用いて微地形判読を行っていることから、

地形境界等の空間的分類精度が向上している点である。 

地形・地盤分類は、若松・松岡1)による地形・地盤分類250mメッシュマップに用いられ

ている分類基準によった。この分類基準は、純地形学的な分類基準を踏襲しつつ、かつ表層

地盤条件の判読という工学的利用途を考慮している。本データベースは、メッシュサイズ

が約250m四方と細かいため、1kmメッシュマップ2), 3)には現れない小面積の微地形区分で

ある (表１)。 
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表１ 本業務で用いた地形・地盤分類基準 1)

No 分類 定義・特徴 

1 山 地 1kmメッシュにおける起伏量（最高点と最低点の標高差）が概ね200m以上で，先第四

系(第三紀以前の岩石)からなる標高の高い土地． 

2 山麓地 先第四系山地に接し，土石流堆積物・崖錐堆積物など山地から供給された堆積物等よ

りなる比較的平滑な緩傾斜地． 

3 丘 陵 標高が比較的小さく，1kmメッシュにおける起伏量が概ね200m以下の斜面からなる土

地． 

4 火山地 第四系火山噴出物よりなり，標高・起伏量の大きなもの． 

5 火 山 山

麓地 

火山地の周縁に分布する緩傾斜地で，火砕流堆積地や溶岩流堆積地，火山体の開析に

より形成される火山麓扇状地・泥流堆積地などを含む． 

6 火 山 性

丘陵 

火砕流堆積地のうち侵食が進み平坦面が残っていないもの，または小面積で孤立する

もの． 

7 岩 石 台

地 

河岸段丘または海岸段丘で表層の堆積物が約5m以下のもの，隆起サンゴ礁の石灰岩台

地を含む． 

8 砂 礫 質

台地 

河岸段丘または海岸段丘で表層に約5m以上の段丘堆積物（砂礫層，砂質土層）をもつ

もの． 

9 ロ ー ム

台地 

河岸段丘または海岸段丘で表層が約5m以上のローム層（火山灰質粘性土）からなるも

の． 

10 谷 底 低

地 

山地･火山地･丘陵地･台地に分布する川沿いの幅の狭い沖積低地．表層堆積物は山間

地の場合は砂礫が多く，台地･丘陵地･海岸付近では粘性土や泥炭質土のこともある．

11 扇状地 河川が山地から沖積低地に出る所に形成される砂礫よりなる半円錐状の堆積地．勾配

は概ね1/1000以上． 

12 自 然 堤

防 

河川により運搬された土砂のうち粗粒土(主に砂質土)が河道沿いに細長く堆積して

形成された微高地． 

13 後 背 湿

地 

扇状地の下流側または三角州の上流側に分布する沖積低地で自然堤防以外の低湿な

平坦地．軟弱な粘性土，泥炭，腐植質土からなる．砂丘・砂州の内陸側や山地・丘陵

地・台地等に囲まれたポケット状の低地で粘性土，泥炭，腐植質土が堆積する部分を

含む． 

14 旧河道 過去の河川の流路で，低地一般面より0.5～1m低い帯状の凹地． 

15 三角州･ 

海 岸 低

地 

三角州は河川河口部の沖積低地で，低平で主として砂ないし粘性土よりなるもの．海

岸低地は汀線付近の堆積物よりなる浅海底が陸化した部分で，砂州や砂丘などの微高

地以外の低平なもの．海岸・湖岸の小規模低地を含む． 

16 砂州･ 

砂礫州 

波や潮流の作用により汀線沿いに形成された中密ないし密な砂または砂礫よりなる

微高地．過去の海岸沿いに形成され，現在は内陸部に存在するものも含む． 

17 砂 丘 風により運搬され堆積した細砂ないし中砂が表層に約5m以上堆積する波状の地形．一

般に砂州上に形成されるが，台地上に形成されたものを含む． 

18 砂丘 ･砂

州 間 低

地 

砂州や砂丘の間の低地。一般に堤間低地と呼ばれるものも含む。表層は風成砂よりな

るが，その下位は腐植土や粘性土で構成されることが多い。 

19 干拓地 浅海底や湖底部分を沖合の築堤と排水により陸化させたもの．標高は水面よりも低

い． 

20 埋立地 水面下の部分を盛土により陸化させたもの．標高は水面よりも高い． 

21 磯･岩礁 基盤の岩が露出，または岩塊が多い海岸 

22 河原 雨や雪などの表流水の流路となる細長い凹地のうち，常時は水流がない(冠水してい

ない)部分 

23 河道 ･水

路 

雨や雪などの表流水の流路となる細長い凹地で，常時に水流がある部分 

24 湖沼 四方陸地に囲まれて、海とは直接連絡のない静止した水域。 
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１）ファイル形式 

ファイルの一覧を表２に示す。フォルダおよびファイルは，いずれもSHIFT-JISコードで

収録されている。 

 

表２ データベースのファイル形式一覧 

フォルダ名 地域 ファイル名 データ種類 ファイル形式 備 考 

南海道 japanh1g1_n250.TAB 

japanh1g1_n250.DAT 

japanh1g1_n250.MAP 

japanh1g1_n250.ID 

japanh1g1_n250.IND 

japanh1g1_n250.WOR 

MapInfo 

札幌 japanh1g1_h250 

sapporo.TAB 

japanh1g1_h250sapporo.DAT

japanh1g1_h250sapporo.MAP

japanh1g1_h250 sapporo.ID

japanh1g1_h250 

sapporo.IND 

japanh1g1_h250sapporo.WOR

地理情報と属

性情報（表３

参照） 

米国MapInfo社 

MapInfoTAB形式 

地理情報シ

ステム用フ

ァイル一式

南海道 n250_gm.csv TXT 

札幌 h250sapporo_gm.csv 

属性情報 (表

４参照) 

ASCII形式 

カンマ区切り 

テキストフ

ァイル 

 

２）測地系 

 本データベースのメッシュ形式は，行政管理庁告示第143号(1973.7.12)による緯度方向

30秒，経度方向45秒の基準地域メッシュ（約1km四方）を緯度経度方向にそれぞれ４等分し

たものである。本メッシュマップは旧測地系に基づいた標準地域メッシュ（地域メッシュ

コードN）を採用しており，緯度経度で小数点以下６桁の精度を持っている。2002年４月１

日から施行された新測地系に基づく標準地域メッシュ（地域メッシュコード）とは境界位

置が異なる。 

 

３）属性情報の説明 

MapInfo TAB形式のファイル群のテーブルファイルには，表３に示す属性情報（フィー

ルド）が含まれている。 
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表３ MapInfo TAB形式の属性情報一覧 

フィールド  種類 説  明 

MESHCODE 10桁文字列  行政管理庁告示第143号（昭和48.7.12）による3次メ

ッシュを縦横4等分したメッシュ（約250m四方）に

ついて，3次メッシュコード(8桁)の後に，南西隅の

メッシュから北東隅のメッシュにかけて，00～33

の数字を付加したもの。 

GEOM  2桁の数字 地形分類コード 

 

ASCII形式のファイル群のテーブルファイルには，次の属性情報（フィールド）が左

より表４示す順番で含まれている。 
 

表４ ASCII形式の属性情報一覧  

 

フィールド  種類 説  明 

MESHCODE 10桁文字列  行政管理庁告示第143号（昭和48.7.12）による3次

メッシュを縦横4等分したメッシュ（約250m四方）

について，3次メッシュコード(8桁)の後に，南西

隅のメッシュから北東隅のメッシュにかけて，00

～33の数字を付加したもの。 

緯度・経度  13桁の文字列 

12桁の文字列 

13桁の文字列 

12桁の文字列 

経度（メッシュ南西隅） 

緯度（メッシュ南西隅） 

経度（メッシュ北東隅） 

緯度（メッシュ北東隅） 

GEOM  2桁の数字 地形分類コード 

 

４）地形分類コード 

Code Name 

0 沿岸海域 

1 山地 

2 山麓地 

3 丘陵 

4 火山地 

5 火山山麓地 

6 火山性丘陵 

7 岩石台地 
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8 砂礫質台地 

9 ローム台地 

10 谷底低地 

11 扇状地 

12 自然堤防 

13 後背湿地 

14 旧河道 

15 三角州・海岸低地 

16 砂州･砂礫州 

17 砂丘 

18 砂丘・砂州間低地 

19 干拓地 

20 埋立地 

21 岩礁・磯 

22 河川敷・河原 

23 河道・水路 

24 湖沼 

 

(c) 業務の成果 

本年度に作成したデータベースの対象地域を図１に示す。メッシュ数は、南海道地域約

750,000メッシュ（約270×430km）、札幌圏約93,600メッシュ（約81×74km）であり、合

計約843,600メッシュである。図２～図４に、今年度に構築したデータベースを地域ごと

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 平成17年度の地形・地盤分類データベースの作成対象地域 

(プロトタイプ版を含む) 
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図２ 図３および図４の共通凡例 
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図３ 南海道地域の地形地盤分類データベース（完成版） 
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図４ 札幌圏の地形地盤分類データベース（プロトタイプ版） 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 地震時の表層地盤の増幅特性の評価など広域ハザード評価のための地形地盤データベー

スを、南海道地域および札幌圏を対象として、GISを用いて約250m四方のメッシュ単位で

構築した。また、このメッシュマップを用いて増幅特性評価を行うために、メッシュマ

ップの地形・地盤分類と地盤の平均Ｓ波速度の関係を検討し，地盤の平均S波速度を推定

するための経験式を構築した。今後、地形地盤分類データベースの空間的分類精度の向上

を図ると共に，強震動の増幅率マップの作成に向けた地形・地盤分類とサイト特性の関係

の検討をさらに進める予定である。 

 

(d ) 引用文献 
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（2-2）広域地震動マップ作成手法の高度化に関する検討 

翠川三郎（東京工業大学） 

 

(a) 業務の要約 

広域地震動マップ作成手法の高度化のために、微地形データ等からの地盤の平均Ｓ波速

度の推定手法および平均Ｓ波速度からの地盤増幅度の推定手法の改良を行ってきた。これ

らの手法の有効性を確認するために、2004 年新潟県中越地震、2005 年福岡県西方沖地震、

2005 年宮城県沖地震に対する最大地動速度の分布を計算し、これらを実際の震度分布と比

較した。その結果、改良手法による震度分布は、全般に観測値に基づく震度分布を良好に

再現できることを確認した。 

 

(b) 業務の成果 

 1) 目的 

広域地震動マップを作成するために、a) 国土数値情報の地形分類・標高データ等を用い

て地表から深さ 30mまでの地盤の平均Ｓ波速度を推定する手法、b) 地盤の平均Ｓ波速度か

ら経験的に地盤増幅度を推定する手法、が提案され、これらを利用して広域での震度分布

が計算されてきた1)。本サブテーマでは、平成 14 年度より本手法の高度化を進めてきた。 

a)の方法に関しては、従来の手法1)が関東地方の地盤データのみに基づくものであった

ため、全国的に適用できるよう全国各地から収集した地盤データに基づく手法2)を提案し

た。また、国土数値情報のデータを改善した日本の地形・地盤デジタルマップ3)が作成さ

れており、この地形分類データから地盤の平均Ｓ波速度を推定する手法についても提案し

た4)。 

b)の方法については、従来手法5)における地盤増幅度が、距離減衰式による基準地盤で

の地震動強さの予測値に対する観測値の比であることから、地盤特性以外（震源特性・伝

播経路特性）の影響が含まれている可能性があったため、地盤特性のみを抽出することを

目指して近接する観測点ペアで得られた同一の地震による記録から評価した地盤増幅度に

基づく手法6)を提案した。ここでは、従来手法と新たに提案された手法によりそれぞれ得

られた地盤増幅度を用いて、近年の３つの被害地震（2004 年新潟県中越地震、2005 年福岡

県西方沖地震、2005 年宮城県沖地震）に対して広域地震動マップを作成し、実際の震度分

布と比較することにより、従来手法と提案手法の予測精度について検討する。 

 

 2) 解析手法 

今回の検討で対象とした地震は、2004 年新潟県中越地震(MW6.6)、2005 年福岡県西方沖

地震(MW6.5)、2005 年宮城県沖地震(MW7.1)である。これらの地震について、気象庁、防災

科学技術研究所K-NET・KiK-netにより観測された記録を収集し、2004 年新潟県中越地震お

よび 2005 年福岡県西方沖地震ではそれぞれ約 700 地点、2005 年宮城県沖地震では約 1,000

地点での記録を得た。図 1 に各地震における最大地動速度の距離減衰特性を示す。同図に

は、既往の距離減衰式7)も破線で示されている。図 1 より、新潟県中越地震の震源近傍で

は距離減衰式に対して観測値が大きく上回っている地点が数地点あるが、これは

Hanging-wall効果によるとの指摘8)がなされている。 
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つぎに、広域地震動マップを作成する手順を示す。まず、断層タイプ・地盤条件を考慮

した地震動強さの距離減衰式7)を用いて工学的基盤(VS≒600 m/s)での最大速度を求める。

地盤の増幅特性については、国土数値情報の地形・標高データに基づく従来手法1)および

提案手法2)ならびに日本の地形・地盤デジタルマップの地形・標高データに基づく提案手

法4)の計 3 つの手法により各地点について地盤の平均Ｓ波速度を求め、さらに従来手法5)

と提案手法6)の 2 つの地盤の平均Ｓ波速度と地盤増幅度の関係式を介することにより、計 6

通りの地盤増幅度が推定される。これらの地盤増幅度と工学的基盤上での最大速度を掛け

合わせることにより、地表での最大速度（6 通り）が求まることとなる。 

図 2 に観測記録に基づく最大速度分布と計算による最大速度分布を重ねて表示する。な

お、計算値を求める際に使用した地盤増幅度は、松岡・他(2005)4)と藤本・翠川(2006)6)

の組み合わせによるものである。図 2 より、最大速度の計算値の分布は、観測記録に基づ

く最大速度分布をおおむね良好に再現している。図 3 に最大速度の観測値（横軸）と計算

値（縦軸）の関係を示す。両者はほぼ 1 対 1 に対応している。ただし、新潟県中越地震の

近距離（断層距離 100km未満）のデータのうち、特に高震度のデータは観測値の方が大き

めの値を示しており、これは前述のHanging-wall効果のためと考えられる。また、福岡県

西方沖地震の遠距離（断層距離 300km以上）のデータは、観測値の方が高めの値を示して

おり、これは地震動の長周期成分が優勢な記録による影響が可能性として考えられる。 

つぎに、6 通りそれぞれの計算値と観測値の比の対数標準偏差を計算した（表 2）。括弧

内の数値は、断層距離 300km以下のデータから求められた標準偏差である。表 2 より、福

岡県西方沖地震での全データによる標準偏差は、前述した遠距離データによる観測値と計

算値の乖離のため、その他の地震の標準偏差に比べて大きめの値を示している。そこで、

以下では断層距離 300km以下のデータによる標準偏差に基づいて議論を進める。まず、3

種類の地盤の平均Ｓ波速度推定手法からの標準偏差に関しては、藤本・翠川(2003)2)の標

準偏差と松岡・他(2005)4)の標準偏差は同程度であるが、これらに対して従来手法の翠川・

松岡(1995)1)の標準偏差は平均で約 0.03 大きく、最大では約 0.06 大きい値を示している。

一方、地盤増幅度推定手法について、従来手法の翠川・他(1992)5)と藤本・翠川(2006)6)

の標準偏差を比較すると、ほとんど変わらない。 
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(a) 2004 年新潟県中越        (b) 2005 年福岡県西方沖        (c) 2005 年宮城県沖 
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図 1 最大速度の距離減衰特性 

   
(a) 2004 年新潟県中越        (b) 2005 年福岡県西方沖       (c) 2005 年宮城県沖 

図 2 最大速度分布の比較 
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(a) 2004 年新潟県中越       (b) 2005 年福岡県西方沖      (c) 2005 年宮城県沖 

図 3 最大速度の観測値と計算値の比較 

 

表１ 観測値と計算値の比の対数標準偏差 

AF 推定法 
V S 推定法 
2004/10/23 0.26 (0.26) 0.24 (0.25) 0.24 (0.24) 0.26 (0.26) 0.23 (0.24) 0.23 (0.24) 715 (660) 

2005/03/20 0.37 (0.22) 0.36 (0.19) 0.36 (0.19) 0.39 (0.26) 0.36 (0.20) 0.37 (0.21) 676 (393) 

2005/08/16 0.28 (0.24) 0.27 (0.23) 0.26 (0.21) 0.29 (0.26) 0.27 (0.23) 0.26 (0.22) 1016 (434) 

MM95 ：翠川・松岡 (1995) 、 FM03 ：藤本・翠川(2003)、MW05：松岡・他(2005)、MM92：翠川・他(1992)、FM06 ：藤本・翠川 (2006) 
(   )内の数値は、断層距離 300km 未満のデータによる結果

MM92 FM06
データ数 

MM95 FM03 MW05 MM95 FM03 MW05 

 
(c) 結論ならびに今後の課題 

以上をまとめると、地盤の平均Ｓ波速度推定手法については、藤本・翠川(2003)2)の手

法および松岡・他(2005)4)の手法は同程度の予測精度を持ち、従来の手法である翠川・松
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岡(1995)1)に比べて予測精度は向上しているものと判断される。一方、地盤増幅度推定手

法に関しては、今回の検討で用いたデータからは、藤本・翠川(2006)6)の手法と従来の手

法である翠川・他(1992)5)による結果に有意な差を確認することはできなかった。今後、

他の地震についてもさらに比較検討を進めていく必要があろう。 
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（2-3）スペクトルインバージョンによる地盤増幅率と表層地質の関係 

久田嘉章（工学院大学）、津田健一（カルフォルニア大学サンタバーバラ校） 

 

(a) 業務の要約 

関東平野を対象として、深い地盤（堆積層地盤）を対象とした振動数依存の地盤増幅率

のデータベース作成を行った。まず昨年度に引き続き、2003 年から 2005 年にかけて関東

地方付近で起きたマグニチュード５クラスの地震で SK-net をはじめとする関東平野の観

測点において得られたデータを用いてスペトルインバージョンを行い、震源、経路、サイ

トの影響を観測データから分離した。昨年度との違いは地盤の拘束条件によらないインバ

ージョン手法を用いることによって、地震基盤(Vs＝3.0 km/s 程度)からの増幅率の評価が

可能になった点である。また得られた震源パラメーター(地震モーメント;Mo、コーナー周

波数;fc)、Q 値によって仮定される伝播特性の値などの既往の研究結果との整合性が確認

された。インバージョンによって得られたサイト特性（増幅率）の平均値の空間分布性と

既往の数値情報に基づく表層地質の空間分布性を比較したところ、低周波数領域では軟弱

地盤とサイト特性の値とに良い相関が見られた。特に表層 30ｍの平均 S 波速度は低周波数

領域においてサイト特性と良い負の相関関係が得られることを確認した。 

 

(b) 業務の成果 

首都圏強震動ネットワーク(SK-net) 1), K-NET, KiK-netによって観測されたデータ

を用いて関東地方全体のサイト特性の空間分布性を調べ、表層地質や表層30mの平均S

波速度などのパラメーターと周波数帯域ごとのサイト特性との対応関係の評価を試み

た。2003年3月から2005年8月までに関東地方付近で発生した(モーメント)マグニチュ

ード:Mw4.0～5.6までの19個の地震を用いた。図1に今回用いた地震の震央位置、なら

びに観測点の分布を示す。解析にはSK-net観測点および関東地方内にあるK-NET, 

KiK-net観測点の中で19個の地震のうち記録の得られた852点のデータを用いた。 

本解析においては地盤の拘束条件に依存しないスペクトルインバージョン手法2)を

用いた。これまでの手法においては、サイト特性は拘束条件を設定した観測点に対す

る相対的な値として評価されていた3)が、この手法においてはS波速度3[km/s]程度の地

震基盤からの応答値（サイト特性）を評価することが可能になる。また2個(地震モー

メント,コーナー周波数fc)のパラメーターを通した震源スペクトル、Q値を通した伝播

特性の評価も行った4)。震源スペクトルの形状は経験的ω²モデル5) ,6)に従うと仮定し

た。用いたデータの解析区間は0.5～20Hzとし、水平方向2成分(EW,NS)のフーリエスペ

クトル振幅のベクトル和を使用した。また、震源・伝播経路に関する3個のパラメータ

ーを求める際に使用したKiK-netボアホール観測点、東大地震研究所基盤観測点の位置

を図１中に示す。地表観測点でのサイト特性を求める際には、高周波領域におけるサ

イト特性以外の影響を考慮して解析区間を0.5-10Hzとした。 

求められた震源・伝播経路に関するパラメーターを図２に示す。図２(a)に示される

ように求められた地震モーメントの値は防災科研F-netによって求められた値7) と整

合する。また求められた地震モーメント、コーナー周波数によって得られた応力降下

量の値も既往の研究に対して概ね整合している(図2(b))。図2(c)に得られたQ値の逆数

 464



のスペクトルを示す。関東地方において過去に本解析と同様なスペクトルインバージ

ョンによって得られた結果8) 9) 10)も同時に示す。使用された周波数帯域による違いは

あるが、概ね今回の結果と調和的になっている。 

 

図１ 使用した地震の震央位置と強震観測点分布 

図２ (a) 得られた地震モーメントと F-net で得られた値との比較,  
(b) 得られた地震モーメントとコーナー周波数との関係,  
(c) 得られた 1/Q の値と既往の研究との比較 
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図３ 得られたサイト特性の周波数帯域ごとの平均値の分布（(a) 0.5-1Hz, 

(b) 1-5Hz, (c) 5-10 Hz）、(d) 国土数値情報に基づく表層地質の分類、(e) 

Vs30 の分布図（松岡、若松 2005,Wakamatsu and Matsuoka, 2005）、(f) 反射

法、微動探査より得られた速度構造モデル (田中, その他, 2005) 
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次に得られたサイト特性（増幅率）に関して考察する。図 3 に得られた観測点のサイト

特性の各周波数帯域毎(a:0.5-1Hz,b:1-5Hz,の平均値に基づいて描かれたコンターを示す。

また、比較対照のために国土数値情報に基づく地形分類(d),AVS30(表層 30mにおける平均S

波速度)(e)を示す11) 12)。ここで得られたサイト特性は地震基盤からの深い地盤構造から表

層地盤まですべてを反映した増幅率ではあるが、低周波数領域では特にサイト特性が大き

い地域と平野中央部において後背湿地と呼ばれる表層が軟弱な地域との対応が非常によい

ことが見受けられる。また、AVS30 の値の大きさもサイト特性の値とよく対応している

(AVS30 の値が小さいほどサイト特性の値が大きい)傾向が見られる。 

次にサイト特性の値と AVS30、表層地質分類による統計的な傾向を考察した。まず図 4

にサイト特性の各周波数帯毎の平均値と AVS30 との対応関係を示す。0.5－1Hz の低周波領

域では AVS30 とサイト特性平均値との対応がよく取れていることが分かる。最小自乗近似

直線は以下のようになる 

)6.197.2()30AVSlog(977.0)Sitelog( )Hz0.15.0( ±+⋅−=−  

ただしより高い周波数帯では両者の分布はほとんどランダムになり、明瞭な対応関係は見

られない。特に 5－10 Hz の高振動数ではサイト特性値と Vs30 に正の相関関係が見られる。

これは岩盤など硬質地盤の薄い風化層や低減衰などのよる高振動数での増幅が影響してい

ると考えられる。 

また図５には表層地質分類の各周波数帯のサイト特性平均値を示した。表層地質は松

岡・若松や Wakamatsu and Matsuoka に基づく分類をもとに、下記の８グループに分けた。 

 Group1：山地形 

 Group2：火山地帯 

 Group3：台地 

 Group4：低地 

 Group5：(後背)湿地帯 

 Group6：三角州・砂州 

 Group7：砂丘 

 Group8：干拓地・埋立地 

図５より各グループと各周波数帯のサイト特性値との関係では明瞭ではないものの、硬質

地盤から軟弱地盤になるにつれて低振動数帯のサイト特性が大きくなる傾向が見られる。

一方、高振動数帯では逆の傾向が見られるが、これは図４と同様に硬質地盤の薄い風化層

や低減衰の影響などが考えられる。 

最後に図 3(f)中のKik-net観測点のデータを用いて理論的な増幅率の計算を行い、得ら

れた増幅率との比較を行った。用いた速度構造は田中 13)その他によるモデルを用いた。地

震基盤までは各 4 層構造を仮定した。図 6 にその比較例を示す。用いた速度構造には表層

地盤が考慮されていないため、全体的に(特に高周波数領域において)インバージョン結果

が大きめの値となっている。ただし、低周波数領域においては振幅レベルも概ね一致して

いて、今回得られたサイト特性の値が地震基盤から深い地盤構造の増幅率と対応すること

を示している。また理論計算では高周波数領域での減衰がインバージョン結果に比べて大
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きくなっている。これは理論計算をする際、各層のQ値に周波数依存を仮定しなかった影響

によると思われる14)。 

さらにこれらの観測点について(地表面のサイト特性)/(地中のサイト特性)の比と従来

用いられてきた(地表)/(地中)の観測スペクトル比とを比較したものを図 7 に示す。青線は

観測値に基づくスペクトル比(平均値±1σ)で、赤線がインバージョンによって求められた

サイト特性比となる。いずれの観測点においても赤線は青線と形状、比とともによい一致

を示している。このことは今回のインバージョンにおいて求められたサイト特性の妥当性

を示しているものと考えられる。 

図４ 各周波数帯域毎のサイト特性平均値と AVS30 との関係 

図５ 得られたサイト特性の周波数帯域ごとの平均値の分布と表層地質分類

との対応（(a)0.5-1Hz, (b)1-5Hz, (c)5-10 Hz）  
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図６ 得られた地表面のサイト特性(青線：平均値±1σ)と 4 層モデルに基づ

く地震基盤からの増幅率(赤線)との比較 
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図７ 得られたサイト特性比(赤線)と(地表)/(地中)の観測スペクトル比(青

線：平均値±1σ)との比較 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

SK-net ならびに K-NET, KiK-net で得られた強震観測データを用いてスペクトルインバ

ージョンを行い、関東平野のサイト特性を求めた。求められた震源・伝播経路に関するパ

ラメーターは、いずれも既往の研究結果と整合するものであった。サイト特性の空間分布

性は、国土数値情報に基づく表層地質分類とよく対応するものであった(特に低周波数領

域)が、統計的にはそれらの関係はほとんどランダムとみなされるものであった。最新の研

究結果に基づく地盤モデルを用いて計算した理論サイト特性は、低周波数領域では求めら

れたサイト特性と調和的であったが、高周波数領域では過小評価であった。これは理論値

を計算する際に減衰(Q)の値に周波数依存性を仮定しなかったことによるものと考えられ

る。サイト特性比;(地表のサイト特性)/(地中のサイト特性)と(地表)/(地中)の観測スペク

トル比の一致は今回求められたサイト特性の結果の妥当性を示しているものと考えられる。 

今後は今回求められたサイト特性・伝播経路の値を用いて理論的な地震動計算を行い、

予測地震に対する強震動予測などを行ってく予定である。また、地盤が非常に軟弱な観測

点においては、強震時に予測される地盤の非線形挙動の可能性についても考察していく予

定である。 
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（2-4）不整形地盤における振動特性の検討 

中井正一（千葉大学） 

 

(a) 業務の要約 

表層地盤の地形・地盤構造が地震危険度に与える影響を検討するため、東京湾岸の埋立

地を対象に詳細な検討を行った。検討対象地区は、原地形の谷底平野が海進によって水没

した海岸を埋立てた地盤から構成されており、微地形レベルの不整形地盤となっている。  

常時微動計測結果と１次元・２次元解析結果の比較によれば、不整形地盤においても常時

微動計測によって振動特性が把握できることが分かった。なお、当該地区において地震計

を設置し、地震観測を開始した。 

 

(b) 業務の成果 

1) 検討対象地点及び常時微動計測の概要 

埋立地の代表例として、千葉県千葉市の複合コンベンション施設を対象とした。当該施

設は埋没谷の上を中心として建設されており、敷地内には 98 本のボーリングデータ(PS 検

層 3 本を含む)が存在し、敷地内の縦横の地質断面図も作成されている。常時微動計測は敷

地内の 22 地点で各 10 分間行った。ここで、図 1 に敷地平面図に、本研究における計測地

点とボーリング地点、二次元解析断面の位置を併せて示す。敷地内の標高差はほとんどな

く、埋没谷の影響で A、C 地点よりも B、D 地点の方が 10m 程沖積層が厚くなっている。 

 

図 1 計測地点及び二次元解析断面位置図 

 473



2) 計測結果の分析 

常時微動 H/V スペクトルとレーリー波解析の H/V、一次元解析、二次元解析での伝達関

数を比較し、分析を行った。 

常時微動 H/V スペクトルは、計測記録の速度波形から 20.48 秒刻みで切り出したサンプ

ル波群をアンサンブル平均し、水平成分は水平 2 方向の二乗和平方根として算出した。 

伝達関数とレーリー波のH/Vを算出する際には、地盤モデルをPS検層と地質断面図を基

に作成し、工学的基盤は洪積層とした。レーリー波のH/Vを計算する際は、刺激係数を考慮

して各モードの足し合せを行った[1]。 

レーリー波のH/Vとの比較 

全計測地点のうち、沖積層が薄い C2 地点と沖積層が厚い D 地点において、微動 H/V ス

ペクトルとレーリー波の H/V を比較した。そのグラフを図 2 に示す。 

比較の結果、C2 地点ではピーク振動数に若干の相違が見られるものの、全体の形状は一

致しており、また D 地点においては形状・ピークの位置共に一致していた。以上のことか

ら、微動はレーリー波を主体とする表面波の影響を強く受けていると推測できる。 

図 2 微動 H/V スペクトルとレーリー波の H/V の比較 

 (a) C2 地点 (b) D 地点 
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一次元解析の伝達関数との比較 

微動 H/V スペクトルとボーリングデータによる一次元解析の伝達関数を比較したグラフ

を図 3 に示す。 

まず、A1 地点と A2 地点に注目すると、微動 H/V スペクトルのピーク振動数は A2 地点の

方が A1 地点よりも 0.6Hz 大きく、A2 地点ではピークが 2 つ山になっている事が確認でき

る。近接した 2 地点でこのような違いが出るのは、A1 地点と A2 地点の沖積層の厚さに 8m

の差がある影響だと思われる。また、伝達関数との形状比較では双方とも１次のピーク振

動数を捉えており、比較的良い対応を示していた。 

B 地点では、交通振動の影響で微動 H/V スペクトルに目立ったピークが現れず、伝達関

数の形状との対応は良いとはいえなかった。 
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図 3 微動 H/V スペクトルと 1 次元解析結果（伝達関数）の比較 
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C1 地点では、A1、A2 地点と同様に微動 H/V スペクトルと伝達関数の形状は類似してお

り、１次のピークも一致していた。C2 地点でも、微動 H/V スペクトルと伝達関数の 1 次の

ピークは一致していた。 

D 地点では、微動 H/V スペクトルと伝達関数は、形状・ピーク共に非常に良い対応を示

した。 

全ての比較を行った結果、多くの地点で微動 H/V スペクトルと伝達関数のピーク振動数

は相関が高く、埋立地における微動 H/V スペクトルの有効性が確認された。 

二次元解析の伝達関数との比較 

図 1 のX-X’測線において二次元断面モデルを作成し、二次元解析を行いX1 からX4 地点

の伝達関数を算出した[2]。図 4 に、二次元解析結果を一次元解析結果とあわせて示す。こ

こでの一次元解析結果は、図 1 の地盤モデルに基づいたものである。 

まず一次元解析結果と二次元解析結果を比較すると、沖積層が厚い X3 地点では若干の

ずれが見られたが、全地点で概ね形状は一致していた。このことから、埋立地では一次元

図 4 微動 H/V スペクトルと二次元解析結果の比較 
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解析でも、地盤の振動特性を比較的精度良く推定できると思われる。 

微動 H/V スペクトルと伝達関数を比較すると、全ての地点で 1 次のピーク振動数がほぼ

一致し、良い対応を示した。 

3) 常時微動計測および解析のまとめ 

微動 H/V スペクトルとレーリー波の H/V、一次元・二次元解析での伝達関数を比較検討

し、下記の知見を得た。 

・ 微動 H/V スペクトルとレーリー波の H/V を比較した結果、全体的に形状は高い相関を

示しており、微動はレーリー波の影響が大きいと推測できる。 

・ 一次元解析、二次元解析での伝達関数と比較した結果、微動の H/V スペクトルは多く

の地点で一次のピークを捉えていた。このことから、埋立地において微動 H/V スペク

トルは、一次のピーク振動数を推定する際には有効であると考えられる。 

・ また、微動 H/V スペクトル、レーリー波の H/V、一次元・二次元解析の伝達関数から、

一次のピーク振動数は全て 3Hz 以下を示しており、千葉市域の埋立地の一次固有振動

数は 3Hz 以下であると考えられる。 

4) 地震計の設置 

首都圏東部地域における直下型地震や長周期地震動の震動特性把握を目的として地震

計の設置を行った。設置場所は下記のとおりである。 

・ 住所： 千葉市美浜区中瀬 2-1 

・ 座標： 北緯 35°38′46″ 東経 140°2′14″ 

図 5 に地震計設置箇所を、写真 1 および 2 に設置された地震計の様子を示す。また、図

6 に設置箇所付近の代表的な土質柱状図を示す。 

なお、1)および 2)節において検討を行った微動計測は当該敷地に於いて実施したもので

ある。 

図 5 地震計設置所 

地震計設置箇所 地震計設置箇所
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図 6 設置箇所付近の代表的柱状図 

 

写真 2 格納箱の内部 

 

写真 1 地震計格納箱 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

本研究では、表層地盤の地形・地盤構造が地震危険度に与える影響を検討するため、東

京湾岸の埋立地を対象に詳細な検討を行った。常時微動計測結果と１次元・２次元解析結

果の比較によれば、不整形地盤においても常時微動計測によって振動特性が把握できるこ

とが分かった。また、当該地区において地震計を設置し、地震観測を開始した。 
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(3) 平成 18 年度業務計画案 

1) 地形・地盤分類データベース作成として、本年度作成したプロトタイプ版を修正して、

札幌圏の地形・地盤分類 250m メッシュデータを完成させる。対象地域のメッシュ数は、

約 9 万メッシュ(約 81×74km)の予定である。さらに、作製した全ての地域（首都圏、近

畿圏、中京圏、東北仙台圏、南海道地域および札幌圏）の同データベースを web 上に公

開する。 

2) 地形・地質とサイト特性の関係の検討として、地震記録に基づいて地盤増幅度に対する

深い地盤構造の影響についても検討し、やや長周期帯域での地盤増幅度を基盤深度、周期

帯、基盤へのみかけ入射角をパラメータとして定式化する。これと従来の地形から地盤増

幅度の推定手法とを掛け合わせて地盤増幅度の推定手法の高度化を図る。さらに、提案手

法により広域地震動マップを作成し、観測された震度分布との比較からその有効性につい

ても確認する。 

3) 本年度に求めた関東平野のサイト特性・伝播経路の値を用いて、理論的な地震動計

算を行い、予測地震に対する強震動予測などを行ってく予定である。さらに、地盤が

非常に軟弱な観測点においては、強震時に予測される地盤の非線形挙動を考察する。 

4) 東京湾岸の埋立地に設置した地震計を用いて地震観測を行い、首都圏東部地域における

直下型地震や長周期地震動の震動特性を把握する。 
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